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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第29期
第３四半期
累計期間

第30期
第３四半期
累計期間

第29期

会計期間
自　2019年６月１日
至　2020年２月29日

自　2020年６月１日
至　2021年２月28日

自　2019年６月１日
至　2020年５月31日

売上高 (千円) 667,060 723,164 1,050,916

経常利益 (千円) 155,730 209,041 294,760

四半期（当期）純利益 (千円) 109,756 144,575 200,837

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 363,950 363,950 363,950

発行済株式総数 (株) 3,300,000 3,300,000 3,300,000

純資産額 (千円) 1,569,456 1,788,269 1,660,125

総資産額 (千円) 1,719,151 1,957,019 1,883,519

１株当たり四半期（当
期）純利益

(円) 34.43 45.24 62.98

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 10.00

自己資本比率 (％) 91.3 91.4 88.1
 

 

回次
第29期
第３四半期
会計期間

第30期
第３四半期
会計期間

会計期間
 自　2019年12月１日
至　2020年２月29日

 自　2020年12月１日
至　2021年２月28日

１株当たり四半期純利
益

（円） 9.81 18.80
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(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していないため、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営

者が財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主要なリ

スクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

 

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

(1) 経営成績の状況

当第３四半期累計期間(2020年６月１日から2021年２月28日まで)におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感

染症の拡大によって停滞していた経済活動が各種施策の効果もあり持ち直しの兆しを見せていたものの、12月以降

は感染者数の急増と緊急事態宣言の再発令により、先行き不透明な状況で推移いたしました。

このような環境において、当社は、引き続き防災・防犯・救急といった安心・安全に係わる分野を中心に地方自

治体等に対してクラウドサービスやGIS関連の受託開発の受注獲得に努めるとともに、全国の消防本部等に向けて

「NET119緊急通報システム」や当事業年度より提供を開始した映像通報システム「Live119」を積極的に提案いた

しました。

また、地方自治体においてＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進や感染症対策として非接触化への

取り組みを加速させるための新たな情報化投資が見込まれており、これらの案件の開拓に努めました。

以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高につきましては、受託開発売上が検収時期の違いによって前年同四

半期比で減少いたしましたが、新規契約が順調に積み上がりクラウドサービスの利用料収入が増加したことから、

723,164千円（前年同四半期比8.4％増）となりました。

利益につきましては、営業部門の人員の増加等により販売費及び一般管理費が前年同四半期比で増加したもの

の、売上高の増加及び外注費と仕入の減少により売上高総利益率が向上したことから、営業利益206,144千円（前

年同四半期比36.0％増）、経常利益209,041千円（前年同四半期比34.2％増）、四半期純利益144,575千円（前年同

四半期比31.7％増）となりました。

なお、当社事業は顧客の決算期が集中する３月に売上計上される受注が多いため、第４四半期会計期間に売上高

が偏重する傾向にあることから、各四半期の業績に季節変動があります。

また、当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載を省略しております。

 

(2) 財政状態の状況

当第３四半期会計期間末における総資産は、1,957,019千円となり、前事業年度末と比較して73,499千円の増加

となりました。これは主に、現金及び預金が263,954千円、投資有価証券が60,388千円、それぞれ減少した一方

で、金銭の信託が200,000千円、売掛金が112,358千円、仕掛品が50,883千円、有価証券が30,357千円、それぞれ増

加したことによるものであります。

負債は、168,749千円となり、前事業年度末と比較して54,644千円の減少となりました。これは主に、賞与引当

金が21,771千円増加した一方で、未払法人税等が36,360千円、未払消費税等が23,065千円、それぞれ減少したこと

によるものであります。

純資産は、1,788,269千円となり、前事業年度末と比較して128,144千円の増加となりました。これは主に、四半

期純利益の計上等により利益剰余金が112,657千円増加したことによるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。
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(4) 研究開発活動

当第３四半期累計期間における研究開発活動の金額は、1,511千円であります。

なお、当第３四半期累計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,000,000

計 9,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(2021年２月28日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年４月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,300,000 3,300,000
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
（スタンダード）

単元株式数は100株であ
ります。

計 3,300,000 3,300,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2020年12月１日～
2021年２月28日

― 3,300,000 ― 363,950 ― 353,450
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2020年11月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   2021年２月28日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ─ ― ―

議決権制限株式(その他) ─ ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 100,400
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,196,300
 

31,963 ―

単元未満株式 普通株式 3,300
 

― ―

発行済株式総数 3,300,000 ― ―

総株主の議決権 ― 31,963 ―
 

(注) 　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式７株が含まれております。

 
② 【自己株式等】

  2021年２月28日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社ドーン 神戸市中央区磯上通２丁目２番21号 100,400 ― 100,400 3.04

計 ― 100,400 ― 100,400 3.04
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2020年12月１日から2021年２月

28日まで)及び第３四半期累計期間(2020年６月１日から2021年２月28日まで)に係る四半期財務諸表について、東陽監

査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

当社は子会社を有していないため、四半期連結財務諸表を作成しておりません。　
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(2020年５月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年２月28日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,548,708 1,284,753

  売掛金 84,839 197,197

  有価証券 - 30,357

  金銭の信託 - 200,000

  商品 - 447

  仕掛品 10,144 61,028

  貯蔵品 2,366 4,083

  その他 17,009 17,056

  貸倒引当金 △84 △197

  流動資産合計 1,662,983 1,794,727

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 3,906 3,633

   工具、器具及び備品（純額） 4,964 4,192

   有形固定資産合計 8,871 7,825

  無形固定資産   

   ソフトウエア 1,569 525

   無形固定資産合計 1,569 525

  投資その他の資産   

   投資有価証券 163,883 103,494

   その他 46,212 50,446

   投資その他の資産合計 210,095 153,941

  固定資産合計 220,536 162,292

 資産合計 1,883,519 1,957,019
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(2020年５月31日)
当第３四半期会計期間
(2021年２月28日)

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 19,144 15,854

  未払法人税等 63,329 26,968

  未払消費税等 33,652 10,586

  賞与引当金 - 21,771

  その他 53,844 47,298

  流動負債合計 169,970 122,478

 固定負債   

  長期未払金 19,965 19,965

  その他 33,459 26,306

  固定負債合計 53,424 46,271

 負債合計 223,394 168,749

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 363,950 363,950

  資本剰余金 366,314 381,105

  利益剰余金 939,806 1,052,464

  自己株式 △10,518 △9,809

  株主資本合計 1,659,552 1,787,710

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 572 559

  評価・換算差額等合計 572 559

 純資産合計 1,660,125 1,788,269

負債純資産合計 1,883,519 1,957,019
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 2019年６月１日
　至 2020年２月29日)

当第３四半期累計期間
(自 2020年６月１日
　至 2021年２月28日)

売上高 ※  667,060 ※  723,164

売上原価 244,383 226,158

売上総利益 422,676 497,005

販売費及び一般管理費 271,053 290,861

営業利益 151,623 206,144

営業外収益   

 受取利息 73 46

 受取配当金 17 17

 有価証券利息 2,306 914

 助成金収入 1,387 1,639

 その他 321 279

 営業外収益合計 4,107 2,897

経常利益 155,730 209,041

特別利益   

 投資有価証券売却益 3,399 -

 特別利益合計 3,399 -

特別損失   

 固定資産除却損 - 0

 特別損失合計 - 0

税引前四半期純利益 159,130 209,041

法人税等 49,373 64,465

四半期純利益 109,756 144,575
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【注記事項】

 

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第３四半期累計期間

(自 2020年６月１日 至 2021年２月28日)

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しておりま

す。
 

 

 
（追加情報）

（新型コロナウイルス感染症の影響）

新型コロナウイルス感染症の影響に係る仮定につきましては、前事業年度の有価証券報告書の「第５ 経理の状

況　１ 財務諸表等　(1)財務諸表　注記事項　（追加情報）」に記載した内容から、重要な変更はありません。

 

 
(四半期損益計算書関係)

※　売上高の季節的変動

前第３四半期累計期間(自 2019年６月１日 至 2020年２月29日)及び当第３四半期累計期間（自　2020年６月

１日　至　2021年２月28日）

当社事業は、顧客の決算期が集中する３月に売上計上される受注が多いため、第４四半期会計期間に売上高が

偏重する傾向にあることから、各四半期の業績に季節的変動があります。

 

 
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

 
　

前第３四半期累計期間
(自　2019年６月１日
至　2020年２月29日)

当第３四半期累計期間
(自　2020年６月１日
至　2021年２月28日)

 減価償却費        　3,442千円           3,007千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自　2019年６月１日　至　2020年２月29日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年８月27日
定時株主総会

普通株式 23,880 7.50 2019年５月31日 2019年８月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

当第３四半期累計期間(自　2020年６月１日　至　2021年２月28日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年８月26日
定時株主総会

普通株式 31,918 10.00 2020年５月31日 2020年８月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後と

なるもの

該当事項はありません。

 

 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は地理及び位置情報事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。　
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
(自　2019年６月１日
至　2020年２月29日)

当第３四半期累計期間
(自　2020年６月１日
至　2021年２月28日)

１株当たり四半期純利益 34円43銭 45円24銭

（算定上の基礎）   

　四半期純利益(千円) 109,756 144,575

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益(千円) 109,756 144,575

　普通株式の期中平均株式数(株) 3,188,088 3,195,914
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年４月９日

株式会社ドーン

取締役会 御中

 
　東陽監査法人
 

 

大阪事務所
 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 清　　水　　和　　也 印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　本　　恵　　二 印

 

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社

ドーンの2020年６月１日から2021年５月31日までの第30期事業年度の第３四半期会計期間（2020年12月１日から2021

年２月28日まで）及び第３四半期累計期間（2020年６月１日から2021年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ドーンの2021年２月28日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められ

なかった。

 

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを

行った。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の

責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、

また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手し

たと判断している。

 

 
四半期財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業

に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四

半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を

通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠し

て実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び

に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガード

を講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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